


 
 

また、国土交通省委託事業「平成２４年度 社会保険等の加入徹底方策に関す

る調査事業」における「社会保険等の加入促進方策検討委員会（座長：佐藤博樹 東

京大学大学院教授）」において、国土交通省より、建設業における雇用形態は複雑

であり、また、社会保険に関する事務手続も煩雑であることが企業の社会保険加

入を阻害する要因の一つとなっていることから、この分野の専門家である社労士

の活用は有効であり、企業が適切な社会保険事務手続を行うために社労士に相談

指導及び事務手続を業務委託する際の費用負担をどうするかが課題である旨の考

えが示されています。 

つきましては、以上のような事情をご賢察のうえ、今後、建設業の社会保険未

加入問題の対策を推進し、若年労働者の確保・育成及び定着を図るため、団体及

び企業が社労士に相談指導及び事務手続の業務委託を求めた際に生じる費用につ

いて、今般新たに創設される「建設労働者確保育成助成金」の助成対象に含めて

いただきますようお願い申し上げます。 

謹 白  
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